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　2015年，ラオスは建国40周年を迎えるとともに，2030年までに上位中所得国入
りを果たすという新たな国家目標に向けて実質的スタートを切った。政治では
2003年以来となる 2回目の憲法改正が行われた。それに伴い1991年に廃止された
県人民議会が復活し，人事権にも大きな変更が加えられた。また2016年初頭開催
予定のラオス人民革命党第10回全国代表者大会（第10回党大会）の準備も進められ，
一部県知事や大臣が交代した。2015年末には前財政大臣が拘束される事件が起き，
党内人事をめぐってさまざまな憶測を呼んだ。経済は成長率7.5％を維持したが，
歳入不足や債務問題は解消されず厳しい状況が続いている。政府は経済成長の
ペースを維持するため，2012年末以来中止していた鉱物資源分野への新規投資認
可手続きを再開し，中国＝ラオス高速鉄道も着工した。一方で開発に絡む土地紛
争が後を絶たない。経済格差も拡大している。外交は例年以上に中国との蜜月ぶ
りが目立った一方で，ベトナム関係の基盤を改めて強化し，韓国や日本とも関係
を拡大した。

国 内 政 治

2 回目の憲法改正―2030年に向けた基盤づくり
　12月の第 7期第10回国会にて憲法が改正された。ラオス人民革命党は2016年初
頭の第10回党大会で「ビジョン2030」を提示し，「2030年までに上位中所得国入
りを果たす」という新たな国家目標を発表する。憲法改正はその目標実現のため
の基盤整備の意味合いもある。以下，主要な変更点を取り上げる。
　第 1は，国会が「国家権力の最高機関」（第52条）と位置づけられたことである。
近年の国会はホットライン（国民が電話等を通じて自由に意見を言える制度）や不

2015年のラオス
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服申立制度を整備し，国民の不満緩和に努めてきた。今や国会は重要な政治アク
ターになりつつある。このような実態に加え党と国家の分離を進めるためにも，
形式的とはいえ国民の代表機関である国会を国家権力の最高機関に位置づける必
要があったといえる。
　第 2は経済開発や管理に関する認識の変化である。「自然経済から商品経済へ
の転換」（第13条）という文言は削除され，「知的経済」や「地域・国際経済との
統合促進」が加わった。商品経済への転換が現在でも目標であることに変わりな
いが，経済開発に対する党の認識の変化が読み取れる。また，「国家は国家調整
を伴う市場経済メカニズムに沿って経済を管理する」（第18条）との文言は，「法
による調整を伴う」へと変更された。しかし同18条には「社会主義の方針に沿っ
た市場経済」との規定もあり国家関与の余地を残している。とはいえ「国家調
整」を削除し法治を強調したことは，国内外投資家へのメッセージと受け取れる。
　第 3は土地管理における変化である。2003年憲法第17条は，「土地は全国民の
所有であり，国家が使用，譲渡，相続の権利を保障する」と規定していた。改正
憲法では，「土地，鉱物資源，水，大気，森林，林産品，水生物，野生動物，そ
の他の天然資源は国民全体の所有であり，国家が代表して全国内を集中的かつ統
一的に法律に従って管理する」（第17条）となった。国民全体の所有は変わらない
が，土地に対する国家管理の強化と解釈でき，天然資源開発に対する国家の強い
意志が読み取れる。今後国民の土地利用が制限される可能性は否定できない。
　第 4は1991年に廃止された県人民議会の復活である。この背景には地域ごとに
経済・社会問題が多様化したため，住民の政治参加を通じて地方が主体性を向上
させ，自ら問題解決にあたる必要性が高まったことがある。そして県人民議会の
復活に伴い人事権に大きな変更があった。まず県・都知事に関する人事権が国家
主席から首相に移された。これまでは首相の提案に従い国家主席が知事を任命・
罷免していたが，今後は県人民議会常務委員会の提案を県人民議会が承認し（第
77条），その後に首相が任命・罷免を行うとなった（第72条）。また首相に付与さ
れていた省庁や地方行政機関の組織構成に関する決定権，大臣が有していた県部
門長の任命権等が県に委譲された。県人民議会には県行政機関の設立や廃止，ま
た県部門長の任命や罷免に関する県・都知事の提案を審議，承認する権限が付与
されたのである（第77条）。
　しかし以上の分権化により県が人事や組織に関して自由裁量権を得たわけでは
ない。現在は中央省庁が県と郡に直接の出先機関を置く部門別管理制度を採用し
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中央集権管理を行っている。その制度自体に変更はないため，今回の憲法改正に
よって管理権と人事権の所在に食い違いが生じたことになる。つまり県は人事や
組織に関して中央省庁と折衝する必要がある。これは現行の部門別管理制度でも
同様であり，中央省庁は出先機関の人事や組織を決定する際は県と折衝しなけれ
ばならない。また実質的には党中央が決定している県知事の人選を県に委譲する
とも考えられない。したがって今回の改正により実態が大きく変化するわけでは
ないだろうが，中央との折衝において県の優位性が強まる可能性はある。
　第 5は任期規定の導入である。国家主席（第66条）と閣僚（第71条）は 2期連続を
超えて同一ポストに就くことを禁止された。党規約は党書記長の任期を 2期と規
定しているが，これまで国家主席の任期規定はなかった。通常は同一人物が党書
記長と国家主席を兼任するため，党規約に合わせて国家主席の任期を定めたとい
える。また閣僚任期を規定することで汚職を防止し，人事サイクルを明確にする
ねらいもあると考えられる。

建国40周年と国家建設の成果
　12月 2 日，ラオスは建国40周年を迎えた。式典でチュームマリー党書記長・国
家主席は，「我が国の歴史においてこれまで達成したことのない特別な成果は，
11月21日の初の衛星打ち上げと，（省略）東南アジアにおいて中国と連結する初の
路線である鉄道建設プロジェクトだ」と述べた。
　しかしこれらの事業は中国の資金と技術により実施してもらった，または今後
実施してもらうものであり，「我々の成果」とすることに違和感を抱く国民も少
なくない。これまで党や政府はその価値はどうあれ自ら成し遂げてきたことを成
果として強調し，プライドを誇示してきた。しかし今回はそのラオスらしいプラ
イドが感じられない。
　ラオス初の通信衛星「Lao-Sat 1」は，11月21日に中国四川省西昌衛星発射セン
ターから打ち上げられた。衛星はラオス政府と中国企業 3社による合弁企業に
よって2016年 3 月から商用サービスを開始する予定である。ブンニャン国家副主
席は衛星事業をラオス史に残る出来事だと称えているが，衛星は中国が設計，開
発，打ち上げを一括して行った。またラオス政府は事業実施に際して中国輸出入
銀行から 2億5800万ドルの融資を受けており，今後は金利を含め 3億4100万ドル
を返済しなければならない。政府は衛星の運用寿命15年間で得られる収入の80％
を債務返済に充て，2033年に支払いを完遂できるとしている。しかし2015年末時



273

2015年のラオス

点でどの国・企業とも商用契約を締結していない。ヒエム郵便・テレコミュニ
ケーション大臣が指摘するように，国内需要は規模が小さく，15年間で投資を回
収し新たな衛星を打ち上げ，商用サービスを継続できるかは疑問である。
　建国40周年式典の後，ラオス＝中国高速鉄道プロジェクト起工式が開催された。
ラオスからは党・国家指導部が，中国からは張徳江・全国人民代表大会常務委員
会委員長が出席した。鉄道は中国雲南省昆明から首都ヴィエンチャンまでの
427.2キロメートルを結ぶ単線である。建設終了は2020年を予定している。
　鉄道建設はラオスの長年の夢である。政府は2010年に中国政府と鉄道建設で合
意するが融資条件等で折り合いがつかなかった。ところが2015年11月13日，両国
政府は北京にて高速鉄道建設プロジェクトに関する合意文書に調印した。この背
景には建国40周年を控えていたラオス側の強い意向とともに，中国が「一帯一
路」構想を掲げ東南アジアのインフラ建設をこれまで以上に重視しはじめたこと
がある。双方の利害がようやく一致したのである。
　政府は同プロジェクトの詳細を明らかにしていない。しかし各種報道から総額
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は当初の約70億ドルから60億4000万ドルに引き下げられ，両国政府出資の合弁企
業によって実施されることがわかった。同企業は総額の40％を初期投資し，それ
に対して中国政府70％，ラオス政府30％の割合で出資するという。単純計算する
と中国が16億9120万ドル，ラオスが 7億2480万ドルの負担となる。そしてラオス
は一部を中国輸出入銀行からの特別融資 4億8000万ドル（期間25年）で賄う。返済
はボーキサイト等複数の鉱物資源事業の収入を充てるという。借款金利は 3％と
なっているがラオスは引き下げを求めている。一方総額の残り60％（機関車や車
輌購入分）も合弁企業の負担となっているが詳細は示されていない。
　鉄道敷設によって首都ヴィエンチャンから中国国境までの所要時間が約 1日か
ら約 3時間に短縮され，輸送コストも 1トン当たり約83万キープから約26万キー
プとなる。しかし問題は利用者数である。政府は利用者数を 1年目398万人，そ
の後は年間862万人まで増加するとしているが明確な根拠は示していない。
　さまざまな懸念があるにもかかわらず，衛星と鉄道が国家建設の 2大成果と位
置づけられた背景には，先述の「ビジョン2030」がある。衛星と鉄道はまさにラ
オスが目指す近代化と工業化の象徴であり，国民に今後の国家建設のあり方を示
すにはわかりやすい。そしてもうひとつ重要な点は 2つのプロジェクトが中国の
全面支援で実施されていることである。ラオスは今後も中国資金を活用しながら
近代化と工業化を進めるという党の意志が表れている。

第10回党大会への準備と人事異動
　11月，第 9期党中央執行委員会第11回総会が開催され，2016年 1 月末に第10回
党大会を開催することが明らかになった。表 1， 2にあるように，2015年は中央
機関と県レベルの党大会が開催された。党大会ではなく党員大会や党員会議のみ
を開催している機関や県もあるが，すべての中央省庁と県・首都が第10回党大会
への代表を選出し準備を終えた。それに伴って一部の県では党書記・知事が交代
した。また 7月の第 7期第 9回国会では内務大臣，労働・社会福祉大臣，国家主
席府大臣，天然資源・環境大臣，エネルギー・鉱業大臣，農林大臣が交代し，公
安大臣代行が大臣に昇格している。表 3は大臣と県党書記・知事の任務委譲式開
催日である。今後は第10回党大会で党新指導部が選出され，2016年 3 月20日に実
施される第 8期国会選挙後に新内閣が発足する予定である。
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汚職問題と大臣の拘束
　12月末，ラジオ・フリー・アジア（Radio Free Asia: RFA）はプーペット政府官房
大臣（前財政大臣）が拘束されたと報じた。拘束容疑は数年前に発覚したウドムサ
イ県の架空公共事業への関与である。2012/13年度会計監査報告によると，ウド
ムサイ県の25の架空公共事業に現金や債権を含め3240億キープの国有資産が配分

表 1 　中央機関党委員会代表大会（党大会）・党員代表大会・党員会議開催日

2015年
4 月 6 ～ 7 日 エネルギー・鉱業省党委員会第 2回大会
4月 9～10日 科学・技術省党委員会第 1回大会
5月 7～ 8日 ラオス銀行党委員会第 3回大会
6月23～24日 国防省党委員会第 4回大会
7月 2～ 3日 農林省党委員会第 5回大会
7月 9～10日 工業・商業省党委員会第 4回大会
7月16～17日 公共事業・運輸省党委員会第 4回大会
8月11～12日 公安省党委員会第 4回大会
8月12～13日 郵便・テレコミュニケーション省党委員会第 1回党大会
8月16日 最高人民裁判所党員会議
8月19～20日 計画・投資省党委員会第 3回大会
9月 3～ 4日 教育・スポーツ省党委員会第 8回大会
9月 3～ 4日 財政省党委員会第 2回大会
9月10～11日 内務省党委員会第 1回大会
9月15～16日 外務省党委員会第 3回大会
10月 1 日 政府官房党員代表大会
10月 9 日 最高人民検察院党員代表大会
10月26日 労働・社会福祉省党委員会第 5回大会
10月26～27日 司法省党委員会第 4回大会
11月 6 日 国家主席府基層党委員会第 1回党員代表大会
11月 6 日 天然資源・環境省党委員会第 1回大会
12月16日 保健省党委員会第 8回大会
12月18日 情報・文化・観光省党委員会第 4回大会

（注）　党大会は下級の党組織から選出された代表や各級の党執行委員会委員が参
加資格を持つ。党員代表大会は当該党組織の党委員会や党員のみ参加資格を持つ。
党員会議は特定の事項を決定する党員による会議である。
（出所）　Pasaason, Vientiane Timesを基に筆者作成。



276

上位中所得国入りに向けた新たなスタート

された。プーペットは当時財政大臣としてこの件に関与したとみられている。そ
して事件は他の指導幹部にも飛び火する可能性がある。これまでも汚職を理由と
する降格人事はあったが大臣の拘束はきわめて珍しく，党大会前に党内で人事を
めぐる駆け引きが行われていることをうかがわせる。一方で，中堅の大臣を拘束
することで，党・国家幹部の綱紀粛正を図り汚職問題に歯止めをかけるねらいも
あると考えられる。

サイソムブーン県問題
　11月から12月にかけて反体制活動とみられる複数の襲撃・銃撃事件がサイソム
ブーン県で発生した。サイソムブーン地域はかつてモン族反政府ゲリラの拠点で
あったが，近年は反体制活動とみられる事件は起きていなかった。RFAは11月
以降に複数の襲撃・銃撃事件により死傷者が発生し，夜間外出禁止令が公布され
たと報じた。ラオスは2016年初頭に第10回党大会を開催し，秋には ASEAN首脳
会議を開催する。そして首脳会議に合わせてアメリカ大統領として初めてオバマ

表 2 　県党大会・党員代表大会開催日

2015年
4 月 8 ～10日 サイニャブリー県党委員会第 6回大会
4月28～30日 ルアンナムター県党委員会第 7回大会
5月 6～ 8日 ボリカムサイ県党委員会第 6回大会
5月 6～ 8日 セコーン県党委員会第 9回大会
5月 6～ 8日 シェンクアン県党委員会第 7回大会
7月 8～10日 サラワン県党委員会第 8回大会
7月 9～11日 カムアン県党委員会第 9回大会
7月22～24日 チャンパーサック県党委員会第 7回大会
8月 4～ 6日 ルアンパバーン県党委員会第 7回大会
8月10～12日 ポンサリー県党委員会第10回大会
8月11～12日 アッタプー県党委員会第10回大会
8月14～16日 ボケオ県党委員会第 5回大会
8月19～21日 首都ヴィエンチャン党委員会第 6回大会
8月23～25日 サワンナケート県党委員会第 8回大会
8月23～25日 ヴィエンチャン県党委員会第 5回大会
10月 2 日 サイソムブーン県党委員会第 1回党員代表大会
11月 4 ～ 6 日 フアパン県党委員会第 9回大会
11月 2 ～ 3 日 ウドムサイ県党委員会第 8回大会

（注）　表 1に同じ。  
（出所）　Pasaason, Vientiane Times を基に筆者作成。
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大統領が来訪する予定である。このような重要イベントが控える今後は反体制活
動が活発化し，他地域でも同様の事件が発生する可能性は否定できない。

表 3 　県党書記・知事，大臣等の任務委譲式開催日
2015年
5 月28日 ボリカムサイ県党書記・県知事任務委譲式，開催。パーン前党書記・知事が退任

しコーンケオ党書記・知事が就任。
5月29日 ボケオ県党書記・県知事任務委譲式，開催。カムマン党書記・知事が退任しカム

パン新党書記・知事が就任。
6月21日 ルアンナムター県党書記・県知事任務委譲式，開催。ピマソーン党書記・知事が

退任しペッターウォーン新党書記・知事が就任。
7月20日 党中央対外関係委員会委員長，任務委譲式開催。トーンルン委員長が退任しスー

ントーン新委員長が就任。
8月 6日 カムアン県党書記・県知事任務委譲式，開催。カムバイ党書記・知事が退任し，

オーダイ新党書記・知事が就任。
8月10日 サラワン県党書記・県知事任務委譲式，開催。カムブン党書記・知事が退任し

シースワン新党書記・知事が就任。
8月17日 内務大臣任務委譲式，開催。サイシー大臣が退任しカムマン新大臣が就任。
8月21日 ウドムサイ県党書記・県知事任務委譲式，開催。カムラー党書記・知事が退任し

ペットサコーン新党書記・知事が就任。
8月24日 農林大臣任務委譲式，開催。ヴィライワン大臣が退任しペット新大臣が就任。
8月28日 外務省党委員会書記任務委譲式，開催。トーンルン書記が退任しサルムサイ新書

記が就任。
9月 3日 労働・社会福祉大臣任務委譲式，開催。オーンチャン大臣が退任し，カムペーン

新大臣が就任。
9月 9日 ルアンパバーン県党書記・県知事任務委譲式，開催。カムペーン党書記・知事が

退任しカムカン新党書記・知事が就任。
9月28日 天然資源・環境大臣任務委譲式，開催。ヌーリン大臣が退任しソマート新大臣が

就任。
10月 5 日 ヴィエンチャン県党書記・県知事任務委譲式，開催。カムムーン党書記・知事が

退任しウィドン新党書記・知事が就任。
10月30日 国家主席府大臣任務委譲式，開催。ポンサワット大臣が退任しカムムーン新大臣

が就任。
11月 6 日 ラオス女性同盟議長任務委譲式，開催。シーサイ議長が退任しインラーワン新議

長が就任。
12月22日 フアパン県知事任務委譲式，開催。カムフン知事が退任しワンサイ知事が就任。

（出所） 　Pasaason, Vientiane Timesを基に筆者作成。
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ソーシャルメディアの二面性
　2014年にインターネット管理に関する政令第327号が公布されて以降，ソー
シャルメディアに対する管理が強化されている。 6月，ポーランド国籍のラオス
人ブンタン氏が Facebookに虚偽の情報を掲載した反体制容疑で拘束され， 9月
に禁錮 4年 9カ月の判決を受けた。また内部文書や不適切な写真をソーシャルメ
ディアに掲載し拘束されるケースもある。 5月，サイニャブリー県で警察の不正
を疑う写真を Facebookに掲載した女性が拘束された。 6月にはルアンパバーン
県天然資源・環境部職員が，観光名所であるクアンシーの滝付近の土地を県が中
国企業にコンセッション供与したとする文書を Facebookに掲載し拘束された。
7月には高校卒業試験問題がソーシャルメディアに事前流出する事件が起きた。
　ソーシャルメディアは良い意味でも悪い意味でも情報発信源となっており，
人々は現在競うように文書や写真を掲載している。しかし当局が管理を強めるな
か，国民にはモラルと自制が求められている。

経 済

債務問題解決の糸口みえず
　政府発表によると2015年の経済成長率は7.5％であり，国内総生産は約128億ド
ル， 1人当たり年間平均所得は約1970ドルとなった。2011～2015年に貧困郡は53
郡から23郡に，貧困世帯は19万8678世帯から 7万6604世帯に減少した。ラオスは
2020年の最貧国脱却という国家目標に向けて着実に進んでいる。
　しかし家計支出・消費調査結果をみると，ジニ係数が1992/93年度の0.311から
2012/13年度は0.364と上昇している。たとえば2015年の首都ヴィエンチャンの 1
人当たり GDPは約4300ドルだが，ポンサリー県は978ドル，フアパン県は864ド
ルと約 3～ 4倍の格差がある。とはいえ政府は経済成長のペースを落とすつもり
はない。
　12月の国会で示された第 8次経済・社会開発 5カ年（2016～2020年）計画草案に
よると，今後も年間 GDP成長率は平均7.5％を下回らず，2020年までに 1人当た
り GDPを3100ドルに引き上げるという。ソムディー計画・投資大臣は，目標達
成には総額270億ドル（対 GDP比30％）の投資が必要であり，公共投資で24～28％，
国内外民間投資で54～58％を賄うとしている。
　問題は国内財源である。政府は歳入を 5年間で総額172兆キープ（対 GDP比年
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間平均23％），前 5カ年計画比73.2％増としているが，財政難から計画どおりに
増やせるかは疑問である。債務問題が解決されておらず，これまでのように無理
矢理資金を捻出し公共事業を実施することもできない。
　 9月末，政府拡大会議でソムパオ・ラオス銀行（中央銀行）総裁は新規公共事業
への直接融資を延期すると述べた。たとえば2014/15年度，ラオス銀行は国有銀
行を通じて約 3億6000万ドル（期間20年）の融資を財政省に行い，同省はその資金
をインフラ事業請負企業への債務支払いに充てた。これまで政府は歳入不足を理
由に民間企業に費用を立て替え払いさせる形でインフラ事業を実施してきた。民
間企業は政府との契約を担保に銀行から融資を受け事業を行い，後に政府が債務
を返済するという形である。しかし歳入不足により政府は債務を返済できず，多
くの建設企業が倒産の危機に瀕した。
　同拡大会議では20の中央機関， 4県・都が29兆1070億キープ（ 1ドル＝8000
キープ換算で約36億3800万ドル）の債務を抱えていることが明らかになった。し
かし一部の機関と14の県は債務額を報告していない。それでも政府は各国家機関
や県に対して年間予算の35％を債務返済に充てるよう指示した。しかしそれだけ
では不十分であり，首都ヴィエンチャンは資産売却等により資金を調達し，約 9
兆キープの債務返済に充てるという。不健全な形のインフラ投資は経済成長を支
えた一方で，金融制度，企業財務，国有資産に悪影響を及ぼしている。
　それでも一部の国家機関はこれまでの慣習を改めようとしない。2013/14年度
国家会計監査報告によると，国会承認を経ずに118のプロジェクト（ 1兆1460万
キープ相当）が実施され，58の認可プロジェクト，43の未承認プロジェクトが適
切な入札手続きを経ていなかった。ラオス銀行も1870億キープを県の公共事業に
融資していた。また政府の税控除による損失は2013/14年度税収の約40％に相当
する 2兆キープに上った。政府は税金未納企業に対する措置を講じるなど，税収
増加に取り組んでいるが問題解決の糸口は一向にみえない。

エネルギー・天然資源開発と土地問題
　2011～2015年の電力生産額は94兆3420億キープとなり GDPの12％を占めた。
現在の発電所数は38カ所となり，10月にはナムギアップ 2水力発電所，11月には
ホンサー火力発電所が稼働した。年間発電能力は333億1500万 KWhとなり，約
8割が輸出に向けられている。また， 9月に中国大唐集団海外投資公司がパーク
ベン水力発電所建設に関するワークショップを開催した。これはサイニャブリー，
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ドンサホーンに続くメコン川本流への水力発電所建設計画である。政府は国際社
会の批判にかかわらず，メコン川本流への水力発電所建設を粛々と進めている。
　一方鉱物プロジェクトは，2015年10月現在154企業による269事業が認可され，
71企業が120事業を実施している。2015年上半期 6カ月の輸出額は 8億5676万ド
ルとなっているが，金，銅，カリウム等の価格が軒並み下落しており年間輸出額
は前年比減になるとみられている。また鉱物資源分野からの政府歳入も2012年の
2億9300万ドルから2014年は 1億9200万ドルと減少している。12月，政府は2012
年から中止していた新規鉱物資源プロジェクトへの投資認可審議再開を決定した。
事業数を増やしロイヤルティや税収を増やそうとのねらいがある。一方政府は認
可を受けながら事業を実施していない企業の整理も始めた。
　ゴム価格も下落し農家への影響が出ている。たとえばルアンナムター県シン郡
とロン郡のゴム栽培農家758世帯は，ラテックスゴムの価格下落を受けて349ヘク
タール分のゴムの木を伐採した。またルアンナムター県，ウドムサイ県，ボケオ
県等では中国企業によるバナナ栽培が拡大する一方で，ゴミや除草剤による環境
問題が悪化している。ウドムサイ県とボケオ県ではバナナ栽培へのコンセッショ
ン供与を停止したが，企業は農家と個別契約しており対応に苦慮している。
　以上の天然資源開発に絡む土地紛争も解決の兆しがみえない。 7月の国会では
ホットラインを通じて，ボリカムサイ県の住民が中国企業との土地紛争を，また
ウドムサイ県の住民は銅採掘現場からの汚染水問題をそれぞれ提起した。全国に
は明るみに出ていない土地問題も多い。改正憲法では国家が土地を集中的に管理
することが明記され，土地に対する政府の裁量権が拡大した。また政府は債務返
済のために土地の売却も検討している。土地問題は今後拡大する可能性がある。

外国投資と日系企業の進出
　計画・投資省によると2014年の国内外の投資は29億6000万ドルであり，2015年
も約28億ドルと推計されている。電力，農業，鉱業等の土地コンセッション関連
以外では経済特区への投資が堅調である。2015年現在ラオスには11の経済特区
（特別経済区 2カ所，特定経済区 9カ所）があり，約420企業が40億ドル以上（認可
ベース）を投資している。とくにサワン・セノー特別経済区への投資は堅調であ
り，国内外の企業合わせて65社が登録し4500人以上の雇用を生み出した。同特区
へは日本企業も数多く進出し， 2月に豊田紡織， 6月にはラオ西松建設，東洋ロ
ザイ，日本工営が開業し， 7月にはアデランスが自社工場での生産を開始した。
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また 8月には南部チャンパーサック県にパクセー・ジャパン中小企業専用経済特
区が認可された。同特区は日本の中小企業誘致を目的に設立され，すでに数社が
進出している。しかし賃金や労働者の問題などから，今後も日系企業が増え続け
るかどうかは未知数である。

最低賃金の引き上げと労働者問題
　政府は 4月 1日から最低賃金を62万6000キープから90万キープへと引き上げた。
最低賃金の引き上げは2012年以来である。物価や生活費が高騰しておりすでに政
府は再度の引き上げを検討している。しかし企業は諸手当を含めた額で対応する
ところも多く，労働者も賃金や労働環境に対して声を上げはじめた。 3月，首都
ヴィエンチャンのカリウム工場で労働者が給与未払いに対してデモを行ったとの
報道があった。工場所在地のナーサイトン郡労働連盟は給与未払いを認めたがデ
モについては否定した。またソーシャルメディアを通じて長時間労働や残業手当
の未払いなどの問題が明るみに出ており，政府は対応を求められている。
　とくに労働環境の改善や最低賃金の引き上げは，工場労働者不足の解消にとっ
ても重要である。縫製産業では2017年までに現在の倍となる 6万人以上の労働者
が必要といわれている。とくに製造業への投資は堅調であり工場労働者の需要は
高まる一方である。労働者数は2015年に410万人に達し，絶対数が足りないわけ
ではない。問題は労働人口の65.3％を占める農業労働者をどのように都市での工
場労働に定着させるかである。
　カムラー労働連盟議長は地方出身労働者の20～25％は毎月離職すると指摘する。
同議長は理由として劣悪な労働環境や低賃金だけでなく，労働者の伝統的ライフ
スタイルを挙げている。農村出身者は離職しても田舎に帰って農業をすれば生活
できるのである。また経済特区を有するサワンナケート県のカムプイ副知事は，
県内に雇用が生まれても魅力的でないため多くの人がタイに行くと指摘する。
　ラオス縫製産業協会によると人々は工場労働を立派な仕事とみておらず，一部
の人にとっては最終手段になっているという。そのため人々はお金を払ってまで
賃金の高いタイに行く。たとえば村人がタイに労働に行く場合，チャンパーサッ
ク県スクマー郡では年間40万2000キープ，サイニャブリー県ケンタオ郡の一部で
も2750バーツを徴収している。それでも人々はタイに行くのである。
　量だけでなく質の問題もある。労働連盟が首都ヴィエンチャンの都市部 3郡
（チャンタブリー，シーサッタナーク，シーコータボン）のサービス業，メイド，
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縫製工場労働者の女性600人（15～35歳）に行った調査では，26％が読み書きに問
題を抱えていることがわかった。工場労働に対する人々の意識を変え人材を育成
することは容易ではない。労働者問題の根は深い。

対 外 関 係

依存度をさらに深める中国関係
　2015年も指導部の交流が頻繁に行われ，両国関係は年々深化している。 7月，
セーンヌアン国防大臣が中国を訪問し，許其亮・中央軍事委員会副主席と軍事関
係の強化を確認した。 8月末，チュームマリー党書記長・国家主席は「抗日戦
争・世界反ファシズム戦争勝利70周年記念式典」に出席するため中国を訪問し，
習近平国家主席と会談した。両首脳は前年にも 2回会談を行っている。会談で両
首脳は両国の包括的な戦略的パートナーシップの促進で一致した。また習近平国
家主席は両国関係が「歴史上もっとも良好な時に入った」との認識を示すととも
に，「一帯一路」構想の下でラオスとの協力を進める用意があるとも伝えた。10
月，中国で開催されたアジア政党国際会議の「一帯一路」に関する特別会合にて，
パニー国会議長は構想への全面支持を表明している。「一帯一路」はラオスに
とって活用できる財源の多様化であり，今後さらに中国依存を深める可能性があ
る。
　経済関係も順調であり，2014年の両国の貿易額は前年比31.87％増の36億1000
万ドルとなった。ラオスによる対中輸出は17億7000万ドル，輸入は18億4000万ド
ルである。また2014/15年度の中国政府による対ラオス援助は約15億1000万元と
なっている（無償 7億元，無利子融資 2億元，低利子融資 6億1750万元）。2015年
3 月現在，中国企業による対ラオス投資は758プロジェクト，約66億ドルに達し
た。とくに電力分野への投資が目立つ。11月，中国水利水電建設集団公司による
ナムグム 3水力発電所建設が開始され，中国水利水電第10工程局有限公司が建設
したナムカン 3，華潤電力が建設したナムウー水力発電所が稼働した。11月29日
には雲南国際公司が手がけた230キロボルトの高圧送電線が稼働し，同日に南方
電網とラオス電力公社が500キロボルトの新たな超高圧送電網の建設で合意して
いる。
　投資と貿易の大半を占めるのが雲南省である。 5月，雲南省と北部諸県の第 7
回調整会議が開催され水力発電分野等での協力促進で一致した。2014年のラオス
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と雲南省の貿易額は前年比31.3％増の13億7000万ドルとなった。また雲南省の企
業による対ラオス投資は23億7000万ドル相当となり，中国による投資総額の 3分
の 1以上を占めている。

基盤を固め次なる段階に向かうベトナム関係
　対中関係と比して近年のベトナム関係は低調だとの指摘もある。しかし両国は
実務面での協力や人材交流を通じて着々と基盤を強化している。2014年，ラオス
からは206の代表団がベトナムを訪問し，ベトナムからは204の代表団がラオスを
訪れた。中央から末端までの頻繁な交流が両国関係を支えているのである。それ
は2015年も変わらない。
　 3月，トーンルン副首相がベトナムを訪問し，グエン・フー・チョン・ベトナ
ム共産党書記長，チュオン・タン・サン国家主席，グエン・タン・ズン首相の 3
人と会談した。トーンルンは伝統的で特別に団結し，包括的協力関係にある両党
や国家の関係を新しいレベルに引き上げると述べ，ベトナムの指導者達は両国関
係が実際に適合して深く発展しているとの認識を示した。同じく 3月，サン・ベ
トナム国家主席が来訪しチュームマリー党書記長・国家主席と会談した。両者は
両国の友好関係をさらに実りある特別な団結に至るようにし，包括的協力関係を
促進することで一致した。またサン国家主席はカムタイ，シーサワート，サマー
ンの革命第一世代指導者とともに，カイソーンやスパヌウォン家を表敬訪問した。
7月にはトーンシン首相がベトナムを訪問し，チョン書記長やズン首相と両国関
係の深化を確認した。 9月に来訪したズン首相はサン国家主席と同様に，カムタ
イ，サマーン，シーサワートの 3者を表敬訪問している。10月，ソムサワート副
首相がベトナムを訪問しチョン書記長と会談した。ラオスは最大限の努力を行い
伝統的で特別な団結にあり，かつ包括的協力関係にあるベトナムとの友好関係を
維持・向上させることを確約した。
　経済関係も順調に推移している。 3月，両国は2015年貿易協定に調印した。同
協定により9000以上の製品に対する関税が撤廃される。12月末の第38回ラオス・
ベトナム政府間協力委員会会合では，2014年の貿易額が約10億ドル，2015年は推
計で13億ドルに達する見込みだと報告された。 4月，ラオス労働・社会福祉省と
ベトナム労働・傷病兵・社会問題省が労働者の合法化について協議した。この背
景には多くのベトナム人がラオスで非合法的に労働していることがある。11月に
トーンルン副首相がベトナムを訪問した際にも，ベトナム側はベトナム人労働者
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への国籍や永住権付与をラオス側に依頼した。ベトナムの投資額は2015年11月時
点で258プロジェクト，約51億ドルとなっている。またベトナム政府は2014/15年
度対ラオス援助を前年度比30％増とした。 2年連続の増加である。
　以上のように両国指導層は相互訪問のたびに，二国間関係の維持とさらなる発
展を確認している。ラオスには対ベトナム関係を損ねてまで対中関係を深化させ
る意志はない。またベトナムもラオスとの関係強化を望んでいる。それはベトナ
ムの指導者達がラオスの革命第一世代との関係維持に努めていることからもわか
る。両国関係の基盤は改めて強化され次なる段階に入りつつあるといえる。

一段と存在感を増す韓国
　 1月，鄭義和・韓国国会議長が来訪しパニー国会議長と会談した。韓国側はラ
オス国会への IT支援とともに在ラオス韓国人の保護を訴えた。同じく 1月，金
永莫・韓国国際協力団（KOICA）総裁が来訪し，2015年に公衆衛生や農村開発等
8分野に対し1000万ドルの支援を行うことを明らかにした。また KOICAは，
ヴィエンチャンからベトナムのヴンアンまでの鉄道建設や国道 8号線の修繕につ
いて実施可能性調査を行うことも表明している。 2月，韓国輸出入銀行は韓国の
農村開発支援政策であるセマウル運動実施地域（サワンナケート県ソンコーン郡
チャンポーン郡）の灌漑整備等に対して，4600万ドルの融資を行うことでラオス
財政省と合意した。12月，黄教安・韓国首相が来訪しトーンシン首相と首脳会談
を行った。両国は2016年政府開発援助と韓国経済開発協力基金（EDCF）による
2016～2019年低利子融資に関する覚書を結んだ。
　投資関係も順調であり，韓国企業の投資は累計で257プロジェクト（約 8億ドル
以上）となった。 9月にはロッテリアがラオス企業ソーサイチャルングループ
（Soxay Chaleun Group）とフランチャイズ協定を結んだ。また，韓国人観光客が急
増しており，2014年は 9万6085人，2015年は最初の 6カ月で前年同期比72％増の
8万6088人となった。ラオスにおける韓国の存在感は一段と増しており，ラオス
の開発にとって重要なプレイヤーになりつつある。

外交関係60周年を迎えた日ラオス関係
　2015年，日本とラオスは外交関係樹立60周年を迎え，さまざまな記念行事を開
催するとともに首脳会談が 3回行われるなど，両国関係は非常に活発であった。
3月，トーンシン首相が来訪し安倍総理と会談した。会談では60周年を機に両国
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関係を「包括的パートナーシップ」から「戦略的パートナーシップ」へと発展さ
せることで一致した。ラオスの開発にとって日本が重要であることに変わりはな
い。しかし中国や韓国が対ラオス援助を増やし，近年はアメリカも対ラオス関係
を強化しており，日本の存在感は薄まりつつある。日本にとってはこれまでのよ
うな地道な支援を続けつつ，ラオスでのプレゼンスをいかに高めていくかが課題
となっている。

2016年の課題
　2016年，ラオスは政治の季節を迎える。 1月末に第10回党大会が開催され党新
指導部が発足する。その後 3月には第 8期国会選挙と1991年の憲法制定以降初と
なる県・首都人民議会選挙が実施され， 4月には新内閣が発足する予定である。
人事をめぐってしこりを残さないようまずは党内の結束と安定が最優先課題とい
える。その安定のうえで新指導部は2020年の最貧国脱却，そして「ビジョン
2030」の実現に向けて走り出すことになる。経済面の課題は歳入の増加と債務問
題の解決につきる。政府は否定しているが，これまでのような無理な資金捻出に
よる経済開発を改めなければ財政破綻の危険性もありえよう。2016年，ラオスは
ASEAN議長国を務める。年間を通じて関連会議を主宰し，オバマ米大統領も来
訪する予定である。新指導部にとっては ASEAN議長国を無事務めあげ，とくに
中国と ASEAN，日本，アメリカとのバランスに配慮しつつ，議長国として主体
的かつ特色ある成果を上げられるかが課題である。
 （在ヴィエンチャン海外調査員）
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1 月21日 ▼ 鄭義和・韓国国会議長，来訪（～
24日）。
25日 ▼ 金永莫・韓国国際協力団（KOICA）
総裁，来訪（～28日）。
26日 ▼メコン川本流に建設中のサイニャブ

リーダム分流式，開催。
2 月 6 日 ▼ラオバオ＝デンサワン国境検問所，
ワンストップサービス開始。
10日 ▼豊田紡織，サワン・セノー特別経済
区に開業。　
26日 ▼チュームマリー党書記長・国家主席，
カンボジアを訪問（～28日）。
3 月 3 日 ▼ラオス政府，ベトナム政府と2015
年貿易協定に調印。
4 日 ▼ トーンシン首相，日本を訪問（～ ₇

日）。

▼トーンルン副首相，ベトナムを訪問（～
₆日）。
18日 ▼ラジオ・フリー・アジアによると，
中国資本のカリウム工場で労働者が未払い給
与の支給を求めて抗議行動。
20日 ▼ラオサワン土地開発不動産，タート
ルアン湿地帯特定経済区の13ヘクタールに
ショッピングモールやホテルなどの建設開始。
投資額は ₃億2000万ド　

　ル。
21日 ▼ ラオス人民革命党創立60周年（1955
年 ₃ 月22日創立）記念式典，開催。
23日 ▼チュオン・タン・サン・ベトナム国
家主席，来訪（～25日）。
4 月 1 日 ▼最低賃金を62万6000キープ　から90万キー

プ　

に引き上げ。
8 日 ▼ ラオス・中国東源石油化学（Lao-

China Dongyan Petrochemical Co., Ltd），石油
精製所建設式典開催。投資額は ₁億7920万㌦。
5 月 4 日 ▼首都ヴィエンチャン工業・商業部，
税金未納を理由に91社に操業停止を勧告。

9 日 ▼第 ₇ 回北部ラオス・雲南省調整会議，
開催。
11日 ▼第 ₉ 期党中央執行委員会第10回総会，

開催（～26日）。政治報告草案，第10期党規約
案，第 ₈次 ₅カ年計画などを協議。
21日 ▼首都ヴィエンチャンエネルギー・鉱
業部，23社に対する事業認可権取り消し。

▼ラジオ・フリー・アジアによると，警察
の不正を疑う写真を Facebookに掲載した女
性がサイニャブリー県で拘束。
6 月 5 日 ▼サンティパープ財政副大臣，サワ
ンナケート県副知事に就任。
10日 ▼ラオ西松建設，東洋ロザイ，日本工

営がサワン・セノー特別経済区に開業。
19日 ▼ポーランド国籍のラオス人ブンタン

氏が反体制容疑で逮捕。
26日 ▼教育・スポーツ省，高等学校卒業試

験問題のソーシャルメディアへの流出を受け
て日程の延期を発表。

▼土地コンセッションに関する政府内部文
書を Facebookに掲載したとしてルアンパ
バーン県天然・資源環境部職員，拘束。
7 月 1 日 ▼第 ₇ 期第 ₉回国会，開会（～21日）。
反サイバークライム法案，ビジネス競争法案，
教育法改正案を承認し，一部内閣改造を実施。
4 日 ▼トーンシン首相，安倍総理と会談。
9 日 ▼セーンヌアン国防大臣，中国を訪問

し許其亮・中央軍事委員会副主席と会談。
13日 ▼トーンシン首相，ベトナムを訪問。
24日 ▼アデランス，サワン・セノー特別経

済区の新工場開所。
8 月 5 日 ▼パクセー・ジャパン中小企業専用
経済特区，認可式典開催。
7 日 ▼タイ企業インパクト・エナジー・ア

ジア，セコーン県とアッタプー県に風力発電
所（モンスーン・ウィンド・ファーム）を建設

重要日誌 ラオス　2015年
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することでラオス政府と合意。総額15億ド　
　ル。

14日 ▼ベトナムケミカルグループ（Vinach-
em）とベトナム・ラオケミカル＆ロックソル
ト株式会社（Vilachemsalt），カムアン県の岩
塩採掘プロジェクト（総額 ₄億5000万ド　

　ル相当）
に関する設計調達建設（EPC: Engineer, Pro-
curement and Construction）契約締結。
18日 ▼丸太輸出全面禁止に関する政府官房
通達第1360号公布。
29日 ▼ 金永莫 KOICA総裁，来訪（～ ₉月
₁日）。
31日 ▼チュームマリー党書記長・国家主席，
中国を訪問（～ ₉月 ₆日）。
9 月13日 ▼グエン・タン・ズン・ベトナム首
相，来訪（～14日）。
21日 ▼第 ₁ 回ラオス・韓国鉄道セミナー，
開催（～23日）。

▼中国大唐集団海外投資公司，パークベン
水力発電所建設に関するワークショップ開催。
22日 ▼「ショッピングセンターおよびデ
パートメントストアに関する工業・商業大臣
決定第1950号」公布。投資額80億キー

プ　以下の外
国人による商店などの設立を禁止。
23日 ▼ 2014/15年度政府拡大会議，開催（～

25日）。中央省庁や県の債務状況などを協議。
10月19日 ▼ソムサワート副首相，ベトナムを
訪問。

▼中国で開催されたアジア政党国際会議の
「一帯一路」に関する特別会合にて，パニー
国会議長が中国への全面支持を表明。
20日 ▼ジョー・ブンミー・グループ・イン

ターナショナル（Jo Bounmy Group Internation-
al Transport Vessel ICD Co., Ltd），タケーク特
別経済区での内陸通関物流基地（ICD）建設の
ため114ヘクタールのコンセッションを獲得
し，建設起工式を開催。
11月 2 日 ▼トーンルン副首相，ベトナムを訪

問（～ ₄日）。
4 日 ▼ソムサワート副首相，ベトナムを訪

問（～ ₆日）。
9 日 ▼第 ₉ 期党中央執行委員会第11回総会，

開催（～16日）。第10回党大会で提出予定の文
書等を協議。
13日 ▼ラオス政府と中国政府，ラオス・中
国鉄道建設プロジェクトに関する文書に調印。
21日 ▼ ラオス初の通信衛星「Lao Sat-₁」，

中国四川省西昌衛星発射センターから打ち上
げ。
12月 2 日 ▼建国40周年記念式典，開催。

▼ラオス・中国高速鉄道建設プロジェクト
起工式，開催。
7 日 ▼第 ₇ 期第10回国会，開催（～25日）。

憲法改正案，政府法改正案，国会法改正案，
県級人民議会法案，国会・県級人民議会選挙
法改正案，地方行政法改正案，予算法改正案，
租税法改正案，公共投資法改正案，反人身売
買法案，国防法案，職員・公務員法案を可決。
9 日 ▼ホンサー火力発電所開所式，開催。

▼ルアンパバーン郡世界遺産登録20周年記
念式典，開催。
10日 ▼第 ₄ 回人口・居住地調査国家運営委

員会，人口約649万人との2015年国勢調査結
果を発表。
13日 ▼黄教安・韓国首相，来訪（～15日）。
21日 ▼月例閣僚会議開催。2012年から中止
していた新規鉱物資源プロジェクトへの投資
認可審議再開を決定。ゴムとユーカリ栽培に
ついては暫定的停止を継続。
27日 ▼第38回ラオス・ベトナム政府間協力

委員会会合，開催。
30日 ▼第 ₈ 期国会議員選挙と県人民議会選

挙投票日を2016年 ₃ 月20日とする国家主席令
第224号，公布。
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　 1 　国家機構図（2015年12月末現在）

　 2 　政府主要人名簿（2015年12月末現在）

国家主席（大統領） Choummaly Saynyasone
国家副主席（副大統領） Bounnyang Vorachith
国民議会（国会）議長 Pany Yathotou＊

　内閣
首　相 Thongsing Thammavong
副首相（文化・社会担当） Asang Laoly
副首相兼外相 Thongloun Sisoulith
副首相（経済担当） Somsavat Lengsavad
副首相（経済担当） Bounpone Bouttanavong

副首相兼教育・スポーツ相
 Phankham Viphavanh
政府検査機構長・反汚職機構長
 Bounthong Chitmany
国防相 Sengnouane Xayalath
公安相  Somkeo Silavong
労働・社会福祉相 Khampheng Saysompheng
財政相  Lien Thikeo
情報・文化・観光相 Bosengkham Vongdara 
司法相 Bounkeuth Sangsomsack

（注） 1）『アジア動向年報』では 1980年代から法務省としてきたが，今年度よりラオス語に忠
実に司法省とする。
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計画・投資相 Somdy Duangdy
保健相 Eksavang Vongvichit 
工業・商業相 Khemmany Pholsena
エネルギー・鉱業相 Khammany Inthirath
公共事業・運輸相 Bounchanh Sinthavong
農林相 Phet Phomphiphak
内務相 Khammanh Sounvileuth
国家主席府相 Khammeung Phongthady
科学 ･技術相 Boviengkham Vongdara
天然資源・環境相 Sommath Pholsena
郵便・テレコミュニケーション相
 Hiem Phommachanh
政府官房大臣 Sonexay Siphandone
 （官房長官）
 Bounpheng Mounphosay＊

 （政府報道官）
 Bounheuang Douangphachan
 （国家農村開発・貧困削減委員会委員長）
 Duangsavath Souphanouvong
 （法治国家建設担当） 
 Phouphet Khamphounvong
ラオス銀行総裁  Somphao Phaysith

　 3 　ラオス人民革命党政治局員 
Choummaly Saynyasone
 （党書記長，国家主席） 
Thongsing Thammavong （首相）
Bounnyang Vorachit （国家副主席）
Pany Yathotou＊ （国会議長）
Asang Laoly （副首相）
Thongloun Sisoulith （副首相兼外相）
Douangchay Phichit （2014年 ₅ 月17日死亡）
Somsavat Lengsavad （副首相）
Bounthong Chitmany
 （政府検査機構長・反汚職機構長）
Bounpone Bouttanavong （副首相）
Phankham Viphavanh

 （副首相兼教育・スポーツ相）

　 4 　国民議会（国会）
議　長 Pany Yathotou＊

 Saysomphone Phomvihane
 Somphanh Phengkhammy
常務委員会 Pany Yathotou＊

 Saysomphone Phomvihane
 Somphanh Phengkhammy
 Duangdy Outhachak 
 Davone Vangvichit
 Koukeo Akhamounty
 Souvanpheng Bouphanouvong＊

 Phonthep Pholsena
 Vialy Douangmany
 Ounkeo Vouthirath
国会分科委員会委員長
　外　務 Koukeo Akhamounty
　諸民族 Duangdy Outthachak
　経済・計画・財政
 Souvanpheng Bouphanouvong＊

　文化・社会 Phonthep Pholsena
　国防・安全保障 Vialy Douangmany
　法　務 Davone Vangvichit
国会書記局 Ounkeo Vouthirath
国会事務局長 Somphanh Phengkhammy

　 5 　司法機構
最高人民裁判所長官
 Khamphanh Sitthidampha
最高人民検察院院長 Khamsane Souvong

（注）　＊は女性。
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主要統計 ラオス　2015年

　 1　基礎統計
2011 2012 2013 2014 2015

人 口（年央，1,000人） 6,3851） 6,5141） 6,6441） 6,8091） 6,492
為替レート（ 1 ドル＝キープ） 8,023.2 7,987.5 8,027.8 8,097.8 8,172.6
（注）　 1 ）推計値。
（出所）　人口については Ministry of Planning and Investment, Lao Statistics Bureau, Statistical Yearbook 

2011, 同 2012, 同 2013, 同 2014 および Pasaason December 11, 2015. 為替レートは IMF Data（http://data.
imf.org/regular.aspx?key=60998108）。

　 2　GDP成長率と物価上昇率 （％）
20101） 20111） 20121） 2013 20142）

実 質 Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率 8.1 8.0 7.9 8.0 7.6 
農 業 3.2 2.7 3.3 3.5 3.6 
工 業 17.5 14.6 11.4 9.7 7.3 
サ ー ビ ス 7.0 8.1 9.3 9.7 9.4 

消 費 者 物 価 上 昇 率 6.0 7.6 4.3 6.4 4.1 
（注）　 1 ）修正値。 ₂ ）初期推計値。
（出所）　Ministry of Planning and Investment, Lao Statistics Bureau, Statistical Yearbook 2012，同 2013，同

2014 および計画・投資省国家統計局ウェブサイト（http://www.nsc.gov.la/）。 

3 　産業別国内総生産（実質：2002年価格）� （単位：100万キープ）
20111） 20121） 2013 20142）

農 業 ・ 林 業 ・ 水 産 業 9,566,567 9,879,537 10,225,126 10,591,865
農 業 ・ 林 業 8,450,091 8,707,918 8,994,413 9,302,883

農 業 7,720,842 8,121,284 8,520,187 8,957,280
林 業 729,249 586,634 474,226 345,603

水 産 業 1,116,476 1,171,619 1,230,714 1,288,982
工 業 9,345,243 10,411,102 11,424,678 12,262,178

鉱 業 ・ 採 石 2,371,136 2,563,186 2,786,444 2,956,414
製 造 業 3,261,149 3,735,277 3,958,364 4,275,033
電 気 ・ 水 道 1,646,978 1,651,023 1,927,475 1,950,801
建 設 2,065,980 2,461,615 2,752,394 3,079,929

貿 易 ・ サ ー ビ ス ・ 修 繕 業 12,959,835 14,166,556 15,534,278 16,991,095
卸 ・ 小 売 ・ 修 繕 業 6,575,516 7,255,827 7,782,818 8,334,513
ホ テ ル ・ レ ス ト ラ ン 243,023 263,313 286,576 298,530
運 輸 ・ 通 信 ・ 郵 政 1,628,131 1,730,262 1,835,028 2,095,877
金 融 サ ー ビ ス 169,141 201,567 220,571 271,911
不動産・ビジネスサービス 1,015,785 1,097,048 1,185,909 1,318,731
地域・社会・個人サービス 568,312 596,727 637,901 671,710
家 庭 内 雇 用 231,233 244,274 255,169 266,549
行 政 サ ー ビ ス 2,528,694 2,777,536 3,330,307 3,733,274

税 ・ 輸 入 関 税 2,162,092 2,264,666 2,463,772 2,801,309
国 内 総 生 産（GDP） 34,033,737 36,721,861 39,647,854 42,646,447
（注）　 1 ） 修正値。 ₂ ）初期推計値。
（出所）　表 ₂ に同じ。
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　 4　主要農作物生産高� （単位：1,000トン）
2010 2011 2012 2013 2014

コ メ 3,070.6 3,065.8 3,489.2 3,414.6 4,002.4 
ト ウ モ ロ コ シ 1,020.9 1,096.2 1,125.5 1,214.1 1,412.4 
イ モ 類 725.9 1,110.5 1,315.8 1,477.9 1,872.2 
野 菜 類1） 947.7 1,225.4 910.1 1,313.7 1,550.5 
大 豆 11.4 13.8 6.4 13.9 17.0 
落 花 生 50.9 70.2 46.0 54.8 59.3 
煙 草 83.8 80.3 75.6 56.8 63.4 

綿 1.6 1.8 1.9 3.2 1.2 
さ と う き び 818.7 1,222.0 1,055.7 865.1 1,840.5 
コ ー ヒ ー 46.3 52.0 87.3 88.8 113.6 

茶 2.6 3.6 4.0 6.1 7.9 
（注）　 1 ）2011年までは野菜・豆類。
（出所）　表 ₂ に同じ。

　 5　主要品目別貿易� （単位：1,000ドル）
2012 2013 2014

輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出
動 物 及 び 動 物 性 生 産 品 43,233 1,773 14,224 1,137 20,070 1,478
植 物 性 生 産 品 33,420 203,929 38,210 452,185 38,768 221,092
動物性又は植物性の油脂など 1,415 1 3,187 - 5,845 2
調製食料品，飲料，タバコなど 72,842 55,098 108,357 94,697 124,066 94,666
鉱 物 性 生 産 品 569,090 239,777 654,873 671,452 820,549 570,220
化 学 工 業 生 産 品 109,240 22,888 196,772 51,879 173,308 61,080
プラスチック及びゴム製品など 82,115 11,402 142,397 37,132 133,573 47,230
皮 革 及 び 毛 皮 製 品 な ど 2,120 39 4,148 44 4,908 31
木 材 及 び そ の 製 品 な ど 40,713 62,706 6,354 112,747 4,268 130,869
木 材 パ ル プ ， 紙 な ど 17,613 715 32,988 484 33,278 547
紡 織 用 繊 維 及 び そ の 製 品 15,942 618 25,291 1,617 29,018 1,590
履 物 ， 帽 子 ， 傘 な ど 3,346 1 11,387 4 6,917 40
石 ， セ メ ン ト ， ガ ラ ス な ど 46,254 611 76,254 438 76,036 538
貴 石 ， 貴 金 属 製 品 な ど 3,429 239,371 2,292 213,762 272 138,139
卑 金 属 及 び そ の 製 品 251,003 671,473 528,076 943,301 765,002 627,220
機 械 類 及 び 電 気 製 品 な ど 534,292 457 828,339 6,085 1,209,142 3,333
車 輌 ， 航 空 機 ， 船 舶 な ど 356,477 1,283 525,682 3,249 457,213 2,208
光 学 機 器 ， 精 密 機 器 な ど 17,059 116 31,498 13 38,430 128
武 器 ， 銃 砲 弾 な ど 1,236 - 280 - 13 -
雑 品 72,094 4,531 60,230 2,574 19,471 4,496
美 術 品 ， 収 集 品 な ど 1 - 1,184 13 22 -
そ の 他 - - 17 - - -
合 計 2,272,934 1,516,787 3,292,039 2,592,810 3,960,170 1,904,905
（出所）　Ministry of Planning and Investment, Lao Statistics Bureau, Statistical Yearbook 2013，同 2014 より

作成。
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　 6 　政府財政� （単位：10億キープ） 

2010/11 2011/12 2012/13 2013/141） 2014/151）

歳 入 ・ 贈 与 13,891 16,958 19,187 21,723 23,305
経 常 収 入 10,182 12,428 14,638 16,853 18,385

税 収 入 9,109 10,915 12,658 14,515 16,499
税 外 収 入 1,073 1,513 1,980 2,338 1,886

贈 与 3,709 4,531 4,549 4,870 4,920
歳 出 14,973 17,316 23,701 25,622 28,137

経 常 支 出 6,995 8,466 13,852 14,289 16,802
資 本 支 出 ・ 貸 付 7,977 8,850 9,849 11,332 11,334

総 合 収 支 -1,081 -357 -4,514 -3,898 -4,831
資 金 調 達 2,379 2,419 2,232 4,193 4,831

国 内（純） 1,116 1,380 1,252 3,881 3,863
海 外（純） 1,262 1,038 981 312 968

（注）　 1 ）推計値。
（出所）　IMF, IMF Country Report, No.15/45, 2015。

　 7　国際収支� （単位：100万ドル）
2010 2011 2012 2013 20141）

貿 易 収 支 -1,379 -1,515 -3,017 -3,401 -3,485
輸 出（FOB） 2,196 3,120 3,323 3,882 4,119
輸 入（C I F） -3,574 -4,635 -6,340 -7,283 -7,604

サ ー ビ ス（純） 248 228 236 247 390
所 得 収 支（純） -417 -329 -309 -206 -180
移 転 収 支（純） 179 223 252 238 361
経 常 収 支 -1,369 -1,393 -2,838 -3,123 -2,913
外 国 直 接 投 資 671 1,210 1,399 1,847 1,852
中 ・ 長 期 借 入 108 98 247 229 508
商 業 銀 行 対 外 資 産（純） -29 23 39 380 191
その他民間流入・誤差脱漏 721 18 1,218 590 451
資 本 収 支 1,471 1,349 2,903 3,046 3,002
総 合 収 支 102 -45 65 -77 89
（注）　 1 ）推計値。
（出所）　表 ₆ に同じ。
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